
重要な会計方針 

 

１ 運営費交付金収益の計上基準 

    業務達成基準を採用しております。 

  なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活動につ

いては期間進行基準を採用しております。 

２ 減価償却の会計処理方法 

有形固定資産 

   定額法を採用しております。なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

    建物        ８年～４７年 

    車両運搬具         ６年 

    工具器具備品    ５年～１５年 

３ 引当金計上基準 

（１） 賞与引当金 

役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当期に見合う分を

計上しております。 

なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるた

め、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。 

（２）退職給付引当金 

退職一時金については、役職員の期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた

簡便法を適用しております。  

なお、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時金については、退職給

付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。 

４ 有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）満期保有目的債券 

  ① 取得差額がないもの 

    原価法（売却原価は先入先出法により算定）によっております。 

  ② 取得差額があるもの 

    償却原価法（定額法、売却原価は先入先出法により算定）によっております。 

（２）関係会社株式 

   出資先持分額による評価（取得原価は移動平均法）によっております。 

持分相当額が取得原価よりも下落した場合の評価差額は、投資評価引当金として計上し、翌

期に洗替えております。 

また、持分相当額が取得原価よりも増加した場合の評価差額は、部分純資産直入法により処

理を行い関係会社株式評価差額金として計上し、翌期に洗替えております。 

（３）その他有価証券 

時価のないもの 

    移動平均法による原価法によっております。 

５ 収益及び費用の計上基準 

  該当事項はありません。 
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６ 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

７ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、手許現金、随時引き出し可能な預金から

なっております。 

８ リース取引の処理方法 

   リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。 

  リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。 

９ 消費税等の会計処理方法 

  消費税等の会計処理方法は、税込方式によっております。 
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注記事項 

 

１ 貸借対照表 

（１）固定資産（電話加入権）の減損の兆候について 

種類 １回線当たり帳簿価額 回線数 帳簿価額 

電話加入権 14,275 円 42 回線 599,550 円 

   使用中の回線は電話加入権の売買市場価格が著しく下落しているため、減損の兆候が認めら

れましたが、ＮＴＴ東日本の公定価格が 39,600 円（１回線当たり）となっており、回収可能

サービス価額が帳簿価額を上回っているため、減損損失は計上しておりません。 

 

２ 行政コスト計算書 

（１）独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト 38,917,940,478 円

 自己収入等 △1,569,128,076 円

 機会費用 707,880,689 円

 独立行政法人の業務運営に関して 

国民の負担に帰せられるコスト 

 

38,056,693,091 円

 

（２）機会費用の計上方法 

①政府出資から生ずる機会費用の計算に使用した利率 

10 年利付国債の令和８年３月末利回りを参考に 2.345％で計算しております。 

②国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法 

当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法

人での勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計

算しております。 

 

３ 損益計算書 

  ファイナンス・リースが損益に与える影響額は、109,573 円であり、当該影響額を除いた当

期総利益は 34,665,182 円であります。 

 

４ キャッシュ・フロー計算書 

   資金の期末残高の貸借対照表上の科目 

現金及び預金       292,207,968,634 円 

うち定期預金       168,700,000,000 円 

            （差引）資金残高        123,507,968,634 円 

 

５ 有価証券関係 
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（１）満期保有目的の債券で時価のあるもの              （単位：円） 

区   分 
期 末 に お け る 

貸借対照表計上額 
期末における時価 差    額 

時価が貸借対照表計上額を超

えないもの 
28,023,561,652 24,927,730,000 △ 3,095,831,652

合   計 28,023,561,652 24,927,730,000 △ 3,095,831,652

 

（２）事業年度中に売却した満期保有目的の債券            （単位：円） 

区   分 売却原価 売却額 売却損益 売却の理由 

国債・地方債等 ※ 2,200,000,000 2,171,605,000 △28,395,000
高利回り債券

への切替え 

社債 1,499,731,178 1,492,565,000 △7,166,178
高利回り債券

への切替え 

合    計 3,699,731,178 3,664,170,000 △35,561,178

 ※ 国債・地方債等とは、国債、地方債及び財投機関債であります。 

    

（３）時価評価されない有価証券                   （単位：円） 

区       分 貸借対照表計上額 

① その他の有価証券 

○ 非上場株式 2,704,574,071

合    計 2,704,574,071

② 関係会社株式 

 ○ 関連会社株式 8,466,253,446

合    計 8,466,253,446

 

（４）満期保有目的の債券の期末日後における償還予定額        （単位：円） 

区    分 １  年  以  内 １年超５年以内 ５年超 10 年以内  10  年  超 

国債・地方債等 ※ 100,000,000 5,100,000,000 800,000,000 1,200,000,000

社債 900,000,000 3,900,000,000 6,300,000,000 10,900,000,000

合    計 1,000,000,000 9,000,000,000 7,100,000,000 12,100,000,000

 ※ 国債・地方債等とは、国債、地方債及び財投機関債であります。 

 

６ 退職給付関係 

（１）採用している退職給付制度の概要 

   役員について役員退職手当支給規程、職員については職員退職手当支給規程による退職一時

金制度及び確定拠出制度を設けております。 
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 (２）簡便法を適用した制度の退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付引当金 560,023,210 円

   退職給付費用  231,301,067 円

   退職給付への支払額 △ 20,940,463 円

 期末における退職給付引当金 770,383,814 円

 

（３）退職給付に関連する損益 

   

 

（４）確定拠出制度 

拠出額                           12,144,374 円 

  

７ 金融商品関係 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当法人は、短期的な資金運用については独立行政法人通則法第４７条の規定等に基づき、

金融機関への定期預金等で行っております。また、１年を超す資金運用については、同規定

等に基づき国債・地方債等及び社債で行っております。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。また、現金は注記を省

略しており、預金、未収金及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する

ことから、注記を省略しております。 

（単位：百万円） 

区   分 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

有価証券及び投資有価証券 

満期保有目的の債券 28,023 24,927 △ 3,095 

（注）単位未満を切り捨てて記載しております。 

 

（注１）市場価格のない株式等は次のとおりです。 

（単位：百万円） 

区   分 貸借対照表計上額 

非上場株式 2,704 

関連会社株式 8,466 

    （注）単位未満を切り捨てて記載しております。 

 

（注２）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の三つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

簡便法で計算した退職給付費用  231,301,067 円
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算定した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。 

 

有価証券及び投資有価証券  

国債・地方債等及び社債は相場価格を用いて評価しております。これらは活発な市場

で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。  
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８ 不要財産に係る国庫納付 

区 分 内 容 

(1) 不要財産と

して国庫納付

等を行った資

産の種類、帳簿

価額等の概要 

① 資産の種類 

畜産業振興資金 

（肉用牛肥育経営緊急支援事業） 

② 帳簿価額 

839,248 円 

① 資産の種類 

畜産業振興資金 

（畜産経営維持緊急支援資金融通

事業） 

② 帳簿価額 

123,666,808 円 

(2) 不要財産と

なった理由 

 

平成２３年度予算により措置され

た当該事業については、交付要綱にお

いて残余を国に納付することとなっ

ているため、予め返還金等については

国庫納付を行うものとして管理。 

平成２１年度補正予算により事業

を特定して措置された当該事業に係

る返還金等については不要であると

認められるため。 

(3) 国庫納付等

の方法 
現金による現物納付 現金による現物納付 

(4) 譲渡収入に

よる現金納付

等を行った資

産に係る譲渡

収入の額 

無し 無し 

(5) 国庫納付等

に当たり譲渡

収入により控

除した費用の

額 

無し 無し 

(6) 国庫納付等

の額 

839,248 円 123,666,808 円 

(7) 国庫納付等

が行われた年

月日 

 令和７年４月２５日 

  令和７年７月１７日 

令和７年１０月１７日 

令和７年１０月３０日 

(8) 減資額 無し 無し 
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区 分 内 容 

(1) 不要財産と

して国庫納付

等を行った資

産の種類、帳簿

価額等の概要 

① 資産の種類 

畜産業振興資金 

（畜産高度化支援リース事業） 

② 帳簿価額 

753,176,259 円 

① 資産の種類 

畜産業振興資金 

（配合飼料価格高騰緊急特別対策

事業） 

② 帳簿価額 

500,201,184 円 

(2) 不要財産と

なった理由 

 

当該事業に係る返還金等について

は不要であると認められるため。 

令和４年度予備費により事業を特

定して措置された当該事業に係る返

還金等については不要であると認め

られるため。 

(3) 国庫納付等

の方法 
現金による現物納付 現金による現物納付 

(4) 譲渡収入に

よる現金納付

等を行った資

産に係る譲渡

収入の額 

無し 無し 

(5) 国庫納付等

に当たり譲渡

収入により控

除した費用の

額 

無し 無し 

(6) 国庫納付等

の額 

753,176,259 円 500,201,184 円 

(7) 国庫納付等

が行われた年

月日 

令和７年１０月３０日 令和８年３月１８日 

(8) 減資額 無し 無し 
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区 分 内 容 

(1) 不要財産と

して国庫納付

等を行った資

産の種類、帳簿

価額等の概要 

① 資産の種類 

畜産業振興資金 

（国産粗飼料利用拡大緊急酪農対

策事業） 

② 帳簿価額 

1,979,297,851 円 

① 資産の種類 

畜産業振興資金 

（肥育牛経営改善等緊急対策事業）

② 帳簿価額 

909,259,128 円 

(2) 不要財産と

なった理由 

令和４年度予備費により事業を特

定して措置された当該事業に係る返

還金等については不要であると認め

られるため。 

令和２年度補正予算により事業を

特定して措置された当該事業に係る

返還金等については不要であると認

められるため。 

(3) 国庫納付等

の方法 
現金による現物納付 現金による現物納付 

(4) 譲渡収入に

よる現金納付

等を行った資

産に係る譲渡

収入の額 

無し 無し 

(5) 国庫納付等

に当たり譲渡

収入により控

除した費用の

額 

無し 無し 

(6) 国庫納付等

の額 

1,979,297,851 円 909,259,128 円 

(7) 国庫納付等

が行われた年

月日 

令和８年３月２４日 令和７年１０月３０日 

(8) 減資額 無し 無し 

 

９ 重要な債務負担行為 

   該当事項はありません。 

 

10 重要な後発事象 

該当事項はありません。 
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